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午前１０時００分 開議

○議長（小比類巻雅彦君） おはようござい

ます。

出席議員は定足数に達しておりますので、

２日目の本会議を開きます。

本日の議事は、お手元に配付しております

議事日程第２号をもって進めます。

─────────────────

◎日程第１ 市政に対する一般質問

○議長（小比類巻雅彦君） 日程第１ 市政

に対する一般質問を行います。

お手元に配付しております市政に対する一

般質問一覧表のとおり進めます。

４番奥本菜保巳議員の登壇を願います。

○４番（奥本菜保巳君） おはようございま

す。

日本共産党奥本菜保巳でございます。

それでは、一般質問に入ります。

まず、第１の質問、基地問題の１点目、無

人偵察機グローバルホーク一時展開における

危機管理体制について伺います。

先般５月２４日に１機、２８日に１機の計

２機の無人偵察機グローバルホークが、米軍

三沢基地に一時展開のため飛来いたしまし

た。

当該機の一時展開は、昨年１０月の日米

ツー・プラス・ツーに基づくもので、グアム

のアンダーセン空軍基地からローテーション

配備され、６月から１０月まで運用されま

す。

そこで、当該機配備に対する三沢市の対応

としては、基地対策特別委員会と一部の関係

団体等に、グローバルホーク一時展開の説明

と意見の聞き取りをいたしました。不安の声

はあるものの、強い反対がなかったとして、

市長は受け入れを表明いたしました。

しかし、防衛省からは、三沢市の受け入れ

の可否の回答は求められていたわけではな

く、一方的に三沢飛行場への展開が決められ

ていたわけです。

グローバルホークが飛来する日程にして

も、１日前に連絡が入るというような状況で

した。地元軽視としか言いようながない対応

でした。このような対応では、幾ら市長が米

軍に対して、迅速な情報提供と安全な運用を

求めるとしても、絶対的な安心感を得ること

はできません。

しかも、国土交通省航空局の島村淳安全部

長によりますと、これまで日本では、航空法

における民間の無人機による航空機の運用

は、平成８年の無人ヘリコプター、平成１６

年に無人の飛行船による試験飛行の２件のみ

ということです。

要するに、日本においては、これまで飛行

実績もなければ、管制の経験もないものが、

この三沢を拠点に飛行することになるわけで

す。本当に離着陸時の安全の確保ができるの

かという不安は払拭されないわけです。安全

性の実証でも、これまで重大な事故を起こし

ていないということだけの説明しかありませ

ん。

昨日の新聞報道によれば、この７日から運

用が始まっていること、具体的な運用実態は

明らかにしていないとありました。

ここで、伺います。当局は、どのようにし

て、日本ではほとんど飛行実績のない無人機

の危機管理を行い、市民の安心・安全を守る

のでしょうか。当市の危機管理体制につい

て、答弁を求めます。

次に、基地問題の２点目、基地依存経済に

おける将来的見通しについて伺います。

ことし２月２５日の新聞報道によります

と、外務省から２４日に、米軍三沢基地に所

属する米軍人ら約５００人が２０１５年米会

計年度末の９月末までに段階的に削減される

とありました。

外務省によると、削減されるのは、空軍が

第３７３支援隊と第３０１情報隊、海軍情報

作戦コマンド、陸軍の第７０８陸軍軍事情報

分遣隊などの軍事関連の情報収集などを担当

する部隊が主なものとなっていると見られま

す。アメリカの国防費の削減によるものと見

られています。地元関係者からは、地域経済

への影響を懸念する声が聞かれるとありまし
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た。

過去をさかのぼると、三沢市は、基地との

共存共栄を掲げながらも、昭和４６年に大規

模な基地の縮小が行われ、多くの基地従業員

の解雇や基地経済への打撃を受けた経験があ

りました。また、Ｆ－１６戦闘機撤退かの

ニュースには、動揺を隠せない騒ぎとなりま

した。２００９年には、米軍人等家族の基地

内への居住義務化の方針により、三沢市内等

にある米軍ハウスのあきが目立つようにもな

りました。

しかし、その後も基地依存経済一辺倒から

抜け出せないまま、常に基地に起因する交付

金等に頼って事業を行ってきました。このま

ま未来永劫、安泰の基地経済が続くのでしょ

うか。将来的に見れば、基地経済は、さまざ

まな国際情勢、特にアメリカ経済の影響を強

く受けることになります。

殊に、アメリカの国防費に対する強制削減

は、２０２０年度までの１０年間で５,００

０億ドル、日本円でおよそ５０兆円にも及び

ます。主に陸軍への影響が大きいものとなっ

ているようですが、国防費項目の現役軍人以

外の国防省・軍・軍関連施設のシビリアン要

員の給与並びに各種人件費、装備調達費、研

究開発費、基地施設建設維持費、住宅設備費

などは、一律カットされることになるだろう

とも言われています。

今後の動向は不透明であることから、三沢

市も基地依存経済の将来的な見通しを精査

し、対応を考えていかなければならない時期

だと思います。

その対策として、沖縄の名護市と普天間基

地を抱える宜野湾市の取り組みを参考にして

はどうでしょうか。

まず、沖縄の名護市の場合、国が進める辺

野古移設に反対している市長ですから、その

ため再編交付金を打ち切られています。しか

し、市長と市の職員が知恵を出し合い、さま

ざまな新たな財源を確保しつつ、中学卒業ま

での医療費の無料化、全ての小中学校にクー

ラーを設置、くみ取り式のトイレを水洗化、

学校の耐震化の総事業費には７３億円をかけ

て進めているということです。

また、宜野湾市では、世界一危険と言われ

る普天間飛行場の返還に伴う跡地利用のため

の開発を、県や国と協力し、策定に精を出し

ているそうです。

沖縄県が２００７年に実施した駐留軍用跡

地利用に伴う経済波及効果等検討調査報告

書、県基地対策課の調査によると、返還され

た米軍基地の北谷町のハンビー飛行場では、

税収が返還前の５２倍、雇用は２２倍にな

り、牧港住宅地区は、返還前と返還後では雇

用効果が３６倍になり、那覇空軍・海軍補助

施設では１４倍、天願通信所、現在のうるま

市街では実に６０８倍となっているそうで

す。

このように、雇用、税収、経済波及効果と

もに、返還前の米軍基地時代より返還後の民

間活用がはるかに大きな効果を上げていると

されています。

そこで、三沢市においても、基地依存経済

の先行きをしっかりと検証し、もし基地の縮

小、返還があった場合に、国や県に対し、基

地従業員の身分保障、返還後の跡地利用、米

軍ハウスの利活用などの三沢市再生プランの

策定を行い、責任を負うことを求めるべきだ

と思います。

また、基地依存経済一辺倒から、三沢市が

強みとする、本来の産業の育成からの地域経

済の発展を将来的に構築していく方策も必要

であると思います。当市の見解を伺います。

次に、第２の質問、教育問題の１点目、地

方教育行政の組織及び運営に関する法律の一

部を改正する法案について伺います。

５月１６日の衆議院文部科学委員会におい

て、当該法案が可決されました。この法案の

内容は、国の趣旨として、教育の政治的中立

性、継続性、安定性を確保しつつ、地方教育

行政における責任の明確化、迅速な危機管理

体制の構築、首長との連携の強化を図るとと

もに、地方に対する国の関与の見直しを図る

ため、地方教育行政の改革を行うとありま



― 12 ―

す。

端的に言えば、この法案は、国と首長の権

限が強化され、容易に教育に政治が介入でき

るようにするものです。一応、教科書採択、

教育課程編成、教職員人事は、教育委員会の

専権事項としてはいるものの、国・首長の政

治的介入は容易にできるようになります。そ

うなれば、首長がかわるたびに変更される可

能性もあり、教育において最も大切である中

立性、継続性、安定性という役割を失いかね

ません。

今回の改革は、大津のいじめ問題による、

教育委員会の隠蔽体質に端を発したもので

す。しかし、この改革によって、国や首長の

権限を強化し、容易な政治的介入を進めたか

らといって、いじめ問題が解決されるという

ものではなく、根本的な解決策とはかけ離れ

たものだと思います。

今、大切なことは、本来あるべき姿として

の教育委員会の原点に立ち返ることでありま

す。

もともと教育委員会は、戦後の１９４８

年、選挙で選ばれた教育委員たちが、その自

治体の教育のあり方を決めるという民主的な

制度として発足しました。お国のために血を

流せと子供たちに教えた戦前の中央集権型の

教育行政を改め、教育の自主性を守るため

に、教育行政を首長から独立させたもので

す。しかし、その後、公選制は廃止され、教

育委員会の形骸化が進みました。

一番大切なのは、現場である地域、子供た

ち、その父兄、教師の皆さんの声を大切にす

ることにより、今、抱える教育課題、さまざ

まな問題を解決していく体制づくりではない

でしょうか。今以上に国と首長の権限が強化

されれば、教育委員会の形骸化がさらに深刻

になるのではないでしょうか。

教育委員会とは、住民代表の数人の教育委

員から成る組織で、教育行政の意思決定を行

います。本来、教育委員会は、国や首長から

独立した行政組織でもあるべきものです。

そのため、例えば、橋下大阪市長が違法な

思想調査を行おうとしたとき、市の教育委員

会が否決し、教育現場を守りました。島根県

松江市では、教育長が漫画「はだしのゲン」

を学校図書館から撤去させたとき、教育委員

会がその決定を取り消しています。これら

は、教育委員会が独立した行政機関だからこ

そできることでした。

今回の改革案は、国・首長の権限を強める

ことにより、教育委員会の弱体化、さらなる

形骸化を進める、教育委員会改悪法と言わざ

るを得ません。

国の関与や権限を強めて、狭い視野の愛国

心教育と、全国学力テストに基づく点数が全

てという競争の体制づくりを進めるもので

す。教育への政治支配は、そのときそのとき

の政治の都合で教育が左右され、そのときの

政権や首長に政治利用されることにもつなが

り、本来の政治的中立性、継続性、安定性を

確保することが難しくなります。

よって、この法案は大変問題があると思い

ますが、当局の見解を伺います。

次に、教育問題の２点目、就学援助制度に

おける入学準備金の支給時期について伺いま

す。

私は、就学援助制度について、昨年６月議

会でも取り上げました。生活保護費の引き下

げにより、就学援助の準要保護の基準が厳し

くなり、受けられなくなる児童が出るのでは

ないかという懸念から質問したところ、三沢

市の場合、受ける基準を高く設定しているた

め、生活保護費の引き下げの影響がないとい

うこと。よって、今年度もこれまでと変わら

ないということでした。

また、小泉政権による、２００５年からの

国の補助が廃止されたことによっての、全額

自治体の負担になった後も、三沢市が援助を

後退させることなく対応されてきました。こ

のことは一定の評価に値するものと認識して

います。

しかし、残念ながら、新入学児童生徒学用

品費等の支給が、入学する４月から大幅にず

れ込み、９月上旬に振り込まれているという
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ことがわかりました。三沢市だけではなく、

ほとんどの自治体で、事務手続上の理由によ

り、おくれて振り込まれているとのことで

す。

しかしながら、そうした中で、板橋区で

は、前倒しで３月３１日に振り込んでいると

いうことを報道で知りました。それは、実態

に即した心ある対応だと思います。

なぜなら、経済的な理由で困っているか

ら、就学援助の支援を受けるわけです。困っ

ている時期は、入学のための資金が必要な３

月になります。入学準備にはかなりの費用が

かかります。中学への入学時には、制服、か

ばん、体操着、上履き、体育実技用品、文房

具などの購入指定物品など、そろえなければ

ならないものが多く、まとまった購入資金が

必要になります。たとえ１万８,０００円程

度といえども、助かるわけです。

板橋区同様、三沢市でも、最も必要とする

時期である３月に前倒しで支給するべきと思

いますが、当局の見解を伺います。

以上をもちまして、壇上からの一般質問を

終わります。心温かい答弁をよろしくお願い

いたします。

○議長（小比類巻雅彦君） ただいまの４番

奥本菜保巳議員の質問に対する当局の答弁を

求めます。

市長。

○市長（種市一正君） ただいまの奥本議員

御質問の基地問題の第１点目、グローバル

ホーク一時展開の危機管理体制については私

から、その他につきましては副市長及び教育

委員長からお答えをさせますので、御了承願

いたいと思います。

まず、安全対策についてでありますが、前

回の第１回定例会一般質問において、三沢基

地に一時展開するブロック３０型のグローバ

ルホークについては、これまで重大な事故を

起こしておらず、遠隔操作のふぐあいの備え

としても十二分な対応策を確保しているとの

防衛省からの説明を申し上げたところであり

ます。

加えて、国内初となる遠隔操作によるグ

ローバルホークの飛行が三沢基地で行われる

とのことについて、先般、私が直接、小野寺

防衛大臣にお会いし、三沢市民が抱いている

安全面に対する不安を伝えたところでありま

す。

大臣からは、グローバルホークの一時展開

に際し、いろいろな懸念があると思うので、

整備点検の徹底はもちろんのこと、情報発信

に努める。また、グローバルホークの公開に

向け、米側と調整していくとの回答があった

ところであります。

次に、危機管理体制についてお答えをいた

します。

三沢飛行場周辺においては、グローバル

ホークを含めた米軍機、自衛隊機、または、

民間機の航空事故及び航空事故に伴う災害に

対処するため、防衛省を主体とする三沢飛行

場周辺航空事故連絡協議会が設立されてお

り、関係機関等が相互間に緊密な連絡体制を

整備することによりまして、万が一の事態に

も万全の体制で臨むべく鋭意努めているとこ

ろであります。

したがいまして、航空事故に伴う災害時に

対しましては、今後とも迅速かつ適時適切に

対応してまいりたい、このように考えており

ますので、よろしくお願いいたしたいと思い

ます。

私からは、以上であります。

○議長（小比類巻雅彦君） 副市長。

○副市長（米田光一郎君） 基地問題の２点

目についてお答えいたします。

米軍の人員削減につきましては、三沢飛行

場に配属されている陸・海・空軍の情報関連

部隊、約５００名の人員を、来年９月を目途

に段階的に削減する計画が、本年２月に外務

省から示されたところでございます。

御質問の救済対策に係る国、県への要望で

ございますが、市といたしましては、基地の

所在は国家的要請に基づくものであり、基地

所在により生ずるさまざまな問題について

は、国の責任において解決すべきであると、
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このような認識のもと、これまでも対処して

きたところでございます。

今後におきましても、市議会の議員各位の

お力添えをいただきながら、諸問題の解決に

努めてまいりたいと考えております。

当市におきましては、これまでも自立した

産業経済構造を構築するため、三沢基地が所

在する当市の特徴をも生かしながら、既存産

業の育成や企業誘致に加え、地域住民による

新たな内発型産業や観光産業の育成等に取り

組んできたところでございます。

今後におきましても、基幹産業でございま

す農業及び水産業の振興、企業誘致活動の推

進及び新たな産業創出への支援に取り組むと

ともに、農業、水産業、商工業、観光業など

の横の連携を強化し、地域の自立と地域雇用

を生み出す循環型の地域経済の確立に向けた

積極的な取り組みを行うことで、自立した産

業経済構造を構築してまいりたいと考えてお

ります。

○議長（小比類巻雅彦君） 教育委員長。

○教育委員長（熊野 稔君） 御質問の教育

問題の第１点目、地方教育行政の組織及び運

営に関する法律の一部を改正する法律案に対

する見解についてお答えいたします。

現在、国会におきまして、地方教育行政に

おける責任の明確化や迅速な危機管理体制の

構築、首長との連携の強化、地方に対する国

の関与の見直しなどを図ることを目的とし

て、当該法律の一部を改正する法律案が審議

されています。

これは、地方教育行政に対する権限と責任

の所在が不明確であるとか、地域住民の意向

が十分に反映されていない、あるいは教育委

員会の審議等が形骸化しているのではないか

といった世論の高まりを背景に提出された法

案であります。

その内容については、奥本議員がお話しの

点も含めまして、さまざまな議論があること

は承知しております。

いずれにいたしましても、教育の政治的中

立性、継続性、安定性の確保が大変重要であ

ると考えております。

引き続き国会での議論の方向を注視してま

いりたいと考えております。

以上でございます。

○議長（小比類巻雅彦君） 教育長。

○教育長（吉田 健君） 教育問題の第２点

目、就学援助制度における入学準備金の支給

時期についてお答えいたします。

児童生徒の就学援助につきましては、学校

教育法第１９条の規定により、市町村は、経

済的理由によって就学困難と認められる児童

生徒の保護者に対して、必要な援助を与えな

ければならないこととされております。

当市教育委員会では、三沢市要保護・準要

保護児童生徒援助費支給要綱を定め、該当す

る保護者に対し必要な就学援助をし、義務教

育の円滑な実施を図っております。

入学準備のための新入生児童生徒学用品費

等に係る就学援助の認定については、４月１

日から在籍する児童生徒を対象に、入学式以

降に事務の執行を行うことになっておりま

す。

就学援助事務の手続は、各小中学校が窓口

となり、保護者からの申請や請求を受け付

け、その後、教育委員会において、申請者の

必要添付書類や所得状況等をもとに、慎重に

精査し、最終的に教育長が認定することとし

ております。

現在、新入生児童生徒の学用品費等の支給

は、福祉制度から扶助される要保護者を除

き、支給時期の平等性の確保等から、９月に

他の就学援助費と合算し支給しております。

前年度３月の支給実施につきましては、新

年度４月以降の申請に伴う就学援助認定に係

る保護者からの各種提出書類を待っての事務

作業が多岐にわたり、また、慎重に精査する

ことが必要であること、さらには、年度末、

年度初めの転出入学もあり、難しいものと考

えております。

しかしながら、新入学生のための就学援助

であることから、来年度より、小中学校と

も、入学式後の申請認定に係る援助事務を迅
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速に進め、さらには、新中学生の継続申請者

については優先させて認定作業を進めること

とし、６月を目途に、認定できたものから順

次支給を開始できるよう進めてまいりたいと

考えております。

以上でございます。

○議長（小比類巻雅彦君） ４番奥本議員。

○４番（奥本菜保巳君） 御答弁ありがとう

ございました。

それでは、再質問に入らせていただきま

す。

まず、基地問題の１点目、グローバルホー

クの問題なのですけれども、先ほど安全対策

を十分にやっているというふうなこと、要請

しているということは重々わかっているので

すけれども、やはり無人偵察機、気がかりな

ことがあって、どうしても不安が払拭されな

いのです。

まず、日本では、航空法で無人機の明確な

運用ルールが決められていないということ

と、あとは高高度に行くということなのです

けれども、低空飛行もできるわけです。有人

機の民間機が飛べる空域に無人機が入り込め

ば、衝突の危険性もある。民間機との異常接

近の危険性もゼロではないと思うのです。や

はり緊急事態に陥ったときにどうするのか、

遠隔操作の無人機ですから、大変不安です。

運用といっても、情報といっても、軍事機

密ですから、詳しい情報を確実にもらえると

いう可能性も低いと思います。

また、北朝鮮と中国を視野に偵察するとい

うふうに言われているのですけれども、北朝

鮮とは、今、拉致問題の協議に入っていて、

米軍の偵察機といえども、日本から飛んでい

るということになれば、やはり影響があるの

ではないかと。また、かえって相手国を刺激

して、緊張を高めてしまうのではないか、そ

う思うわけです。

特に今、きょうの新聞報道でもありました

ように、中国が大変、今、緊張が高まってい

る状態で、こういうところにも、もし入り込

むということになれば、さらなる緊張悪化を

招きかねない。

私は、幾ら高高度といっても、やはり領空

侵犯しかねないような、そういう状況の中で

偵察をすれば、やはり自分たちがそういうこ

とをしているのだから、相手もしようとする

わけです。やっぱりそこで大変危険な状態に

なって、何も関係のない三沢市が巻き込まれ

てしまうというふうなこともゼロではないと

思うのです。

やはりそういうふうなことを避けるために

も、やはりこういう偵察の運用というのはや

めるべきだということをしっかりと伝えるべ

きではないかなと思いますけれども、その見

解をお聞かせいただきたいと思います。

次に、基地問題の２点目なのですけれど

も、基地依存経済の見通し、これについてお

聞きしました。一生懸命いろいろな、基地の

人員削減とかで、三沢市も、過去をさかのぼ

れば、いろいろ苦労したこともあります。そ

れで、やはり地域の経済を活性化させようと

いう努力もされていることも重々知っている

のです。だけれども、やはり基地にどうして

も依存してしまっているということが感じら

れるのです。

今、アメリカの財政赤字による強制削減と

いうのは続く見通しですから、これから米軍

三沢基地がどんどん大きくなる、拡張される

という見通しというのは厳しいと思うので

す。

これは、新聞赤旗の記事に載っていたもの

なのですが、アメリカ本土では、軍需産業で

栄えたメリーランド州が、２０１３年から国

防総省からの発注が大幅に削減されることか

ら、軍需産業への依存度を減らして、新たに

経済転換を目指す法案が提出されて、州の将

来を考える委員会を設置したとありました。

昨年は、軍需産業で栄えてきたコネチカット

州でも、将来委員会の設置を決めて動き出し

ているということが掲載されていました。

やはり三沢市でも、このような観点から、

将来の三沢の展望というものをやっぱり考え

ていくべきではないかなというふうに思うの
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です。

今、国では、三沢基地に係る経費として日

本が負担している分なのですが、これは防衛

省のほうからの資料で、大まかなものですけ

れども、基地従業員の給与が大体６７億円、

基地の維持管理費が約３７億円、大体１００

億円ぐらいの予算を１年間、三沢の基地を維

持するために使っているというふうに言われ

ています。

もし、基地の縮小、米軍の撤収があったと

きに、それを活用して、例えばグローバル社

会に対応した留学生を受け入れる国際大学の

創設とか、あとまた、介護の特区として、東

京が今、大変高齢化が進んで、介護施設が足

りないということで、そういうふうな部分を

活用して、家族の行き来に三沢空港も利用で

きるという利便性からも、こういう老人施設

の特区として、こういうふうなこと。また、

自然エネルギーの開発強化、そういう産業の

育成、そういうことを議論する、長期的な、

アメリカで言えば将来委員会みたいな、そう

いうものを立ち上げて、今後、考えていくと

いうことも必要ではないのかなというふうに

思うのですが、それについての見解をお願い

いたします。

それでは、教育問題ですけれども、まず、

教育委員会改悪法案なのですけれども、これ

はまだ衆議院の委員会での可決が決まったば

かりですから、決定したものではありませ

ん。ただ、やはり注視していかなければなら

ないなというふうに感じています。

三沢市教育委員会経営方針スローガン、こ

れはとてもすばらしいなと思うのですけれど

も、『地域が創る「教育は人づくり」』を掲

げ、「子どもには夢を」「三沢市は、その夢

の実現を」、そして「学校、教育、地域に喜

んでもらえる教育環境づくり」を目指すとい

うふうにあります。

今回の改革案は、このスローガンに逆行す

るものではないのかなというふうに感じてい

ますので、教育委員の皆さん、先生、そして

保護者の皆さんとも、しっかりと議論する場

というものが必要なのではないのかなという

ことを申し述べさせていただいて、再質問は

ございません。

再質問は、就学援助の準備金の前倒しのこ

となのですけれども、やはり今、６月のほう

に順次支給するように努力されるということ

で、大変すばらしい。本当に９月と６月では

全然違いますので。

ちょっと欲を言わせていただくと、今、大

変学校の先生方の事務手続といいますか、事

務量、負担がすごく大きくなっているという

ことが言われています。やはりそのことも解

決していかないと、こういうふうなことがう

まく回っていかないのかなというふうにも思

いますので、その辺もしっかりと対策を練っ

て、そして、先生方の事務負担量の軽減、こ

ういうことの対策も持って、そして、４月に

もし手続をして、６月と言われましたけれど

も、それを順番にやっていけば、もっと早く

なる可能性もないでしょうか。その辺につい

て、最後にお聞かせいただきたいと思いま

す。

○議長（小比類巻雅彦君） 答弁願います。

副市長。

○副市長（米田光一郎君） 基地の経済の関

係の再質問にお答えします。

将来の三沢市を見通して、基地がなくなっ

たときの、国際大学の誘致とか福祉特区と

か、縮小について、そういうのを考えるべき

ではないかということですが、先般、振興計

画策定の際にも、１０年のスパンで物を考え

ておりますが、さまざまな想定外のこと、災

害とか、この基地のことも考えて検討してお

りますので、御了承いただきたいと思いま

す。

○議長（小比類巻雅彦君） 政策財政部長。

○政策財政部長（中西敬悦君） グローバル

ホークの一時展開に関する再質問にお答えい

たします。

まず、誤って他国の領域に入ったり、民間

の航空ルートに迷い込む危険性があるのでは

ないかという点でございますが、人間が操縦
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するのと逆で、プログラムで飛行するという

ことですから、その飛行のたびにプログラム

を変えるわけではないと思われますので、逆

に、この面では、そういう誤りは考えにくい

と思われます。

それともう一つ、他国を刺激して、関係の

ない三沢市が巻き込まれるかもしれないので

はないかという御質問でございますが、関係

ないというか、三沢市民と同時に、私たちは

日本国民でありますので、全く関係ないとい

うことではないかと思いますが、それはさて

おきまして、国防にかかわることにつきまし

ては、これは国策によるものでございます。

一自治体が国防、外交の是非について言及す

るというのは、すべきものではないというよ

うに考えております。

以上でございます。

○議長（小比類巻雅彦君） 教育長。

○教育長（吉田 健君） 奥本議員再質問

の、学校における事務職員の事務負担も軽減

しながら、支給をさらに早められないかにつ

いてお答えいたします。

このことについては、先ほどの答弁内容を

基本とし、全学校の事務職員で組織していま

す共同事務等の合理化を図りつつ、６月を目

途に、認定できたものから順次支給できるよ

う確実に実施してまいりたい。

ただ、認定の要綱については、さまざまご

ざいまして、もし早くできるものがあれば、

順次支給ということで考えて実施していきた

いと思います。

以上でございます。

○議長（小比類巻雅彦君） ４番奥本議員。

○４番（奥本菜保巳君） グローバルホーク

の件ですけれども、先ほどプログラムどおり

に動くから大丈夫でないかというようなお話

でしたけれども、逆だと思います。やはりコ

ンピューターだって故障はありますし、電波

ですから、人間のやることと同じです。です

から、危険性ゼロ、ミスはゼロということは

絶対にあり得ないのです。

ですから、そういうふうな判断でいくか

ら、そういう甘い考え方になって、対応も甘

くなるのではないのかなというふうに思いま

す。

やはり今のお話を聞いていると、どうして

も事故が起こった場合、国に責任を転嫁する

と。今、三沢市の住民の命と暮らしを守ると

いうのが、市としての、市長をはじめ、義務

だと思うのです。仕事だと思うのです。やは

りこれを国の国防に関することなのでという

ことではなく、しっかりと市民の命と暮らし

を守るための対策というのは、やっぱり必要

だと私は思います。

今、米軍と日本が一体となって、一体化を

進めようとしているのですけれども、そうい

うふうなことがどんどん進んでいけば、やっ

ぱりテロの標的にもなってくるのです。アメ

リカは、テロに対して物すごい神経を使って

いるわけです。そういう中で、日本も巻き込

まれてしまうと。

そういう中にあって、例えば三沢なんかで

はいろいろ行事があります。９月にも航空祭

とかアメリカンデーとか、そういうふうなと

きにも、警戒がますます必要になってくるよ

うな状態に追い込まれてしまうのです。

ですから、こういうふうな基地強化、私は

基地強化だと思っているのですけれども、そ

れに対してきちんとした対応を三沢市がはっ

きりと言うべきだと思いますけれども、最後

にこれを聞いて、私の質問を終わります。

○議長（小比類巻雅彦君） 答弁願います。

政策財政部長。

○政策財政部長（中西敬悦君） 奥本議員の

グローバルホークに対する再々質問について

お答えいたします。

まず、市のほうの体制、災害時といいます

か、航空機事故があった場合の体制につい

て、これは国に言っているだけではなくて、

三沢飛行場周辺航空機事故連絡協議会、まず

この中に加盟して、他の青森県、それから自

衛隊とか周辺自治体、それらと連携をとった

対応策というものは、制度上持っておりま

す。
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加えまして、三沢市のほうの災害対応マ

ニュアル、こちらにも同様の内容で、災害時

における行動については規定をしてございま

す。連絡体制も同じでございます。

そういったことで、まず、行政としての事

故時に対する対応については、自然災害だけ

ではなく、同様に、こういった航空機事故に

対しても同様の規則を持ってございます。

それから、先ほどのプログラムといって

も、ミスはゼロではないだろう――確かに完

璧というものはございません。ただ、人間の

やることと同じということで、結局、ミスに

ついて、ゼロを目的として整備していく、改

良していく。これは人間であっても機械で

あっても同じかと思います。

そういったことを踏まえて、三沢市として

国に対して、もしくは米軍に対して、事故等

のない、より一層の整備点検、そういうのを

配備自治体の権利として発言してまいってお

りますし、これからも、よりそういった要求

をしてまいりたいと考えてございます。

また、テロ等の心配ということがございま

した。イベント時のテロということがござい

ましたが、いろいろなテロがございますが、

テロに限らず、イベントに関しては、例えば

日本国民の中で、この間も岩手県で某青森県

民の方が事件を起こした場合もございます。

ですから、これはテロ云々があるからイベ

ントの警備が必要なのではなく、すべから

く、いろいろなイベントに関しては、いろい

ろな対応策、安全対策というのは求められる

ことでございまして、基地がないので、イベ

ントに対してのそういった安全対策が不必要

かというと、それは全く別次元の話になるか

と思います。

そういうことでございまして、最後にも基

地強化とか国策に対するお話がございました

が、これに関しましては、一地方自治体が、

加えて申し上げますけれども、その是非につ

いて申し述べる立場にはないということを、

最後に答弁させていただきたいと思います。

以上でございます。

○議長（小比類巻雅彦君） 以上で、４番奥

本議員の質問を終わります。

それでは、一般質問を次に移ります。

２番髙橋武志議員の登壇を願います。

○２番（髙橋武志君） おはようございま

す。

２番市民クラブ髙橋武志でございます。通

告に従いまして一般質問いたします。

防犯灯、街路灯について、今さら質問する

のもいかがかなと思いますが、防犯灯の必要

性は、夜間の犯罪や事故を未然に予防し、暗

闇が犯罪を引き起こす環境になっていないの

か、暗闇を照らす防犯灯が危険を回避する第

一の一つの手段ではないのか、また、安全・

安心なまちづくりのために欠かすことのでき

ない大きな役割を担っているものと思いま

す。

最近、新聞、テレビなどで、子供さんや女

性の方々が被害をこうむった、余りにも痛ま

しい事件などが多く報じられています。三沢

市においても例外ではないのではと思いま

す。

歩道に、通学路に、住宅地に、もし防犯灯

がなかったら、また、照明設備が機能せず、

真っ暗な夜道を徒歩や自転車で歩行する姿を

想像したことがありますか。そのような環境

で、市民が安全・安心な生活を送れるので

しょうか。そして、通学されている子供を持

つ親の心配事もなくさなければなりません。

市民の生命を第一に守る、そのことが大事で

あります。

今や市民の生活スタイルやまち中の環境も

大きく変わってきております。暗くなってか

ら、仕事を終えて徒歩で帰宅される人。塾帰

りの中学生や高校生、部活やサークルを終え

て、歩いて、また自転車で帰宅する学生。路

上の暗闇の片隅で、スマートフォンの明かり

で、バスを停留所で待っている高校生。三沢

駅から徒歩で帰宅する高校生や、駅に向かう

高校生。そして、夫婦や友達、仲間同士で、

健康のためにと走ったり、散歩をする人々。

今や夜の９時、１０時の時間帯の生活活動が
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大きく変わってきています。

事故・事件を未然に防止し、事故が起きる

前に、その適切な対応策、検討が求められま

す。それゆえに防犯灯は、住宅地域、歩道は

もちろんのこと、夜のバス停も明るくなけれ

ばなりません。夜間における歩行者の安全確

保や、犯罪発生の防止と、人が歩くための照

明度も確保するよう設置しなければなりませ

ん。

安全を確保するために、防犯灯は十二分に

設置はされ、もはや東日本大震災以降、省エ

ネ対策で消灯してある、明かりを消してある

箇所も見受けられますが、地域、場所によっ

ては、蛍光ランプの電球が点滅、消灯して、

防犯上改善が必要と思われる箇所もありま

す。

公共施設周辺など、防犯灯に木の枝が覆い

かぶり、暗くて防犯灯の役割をなしていない

場所や、まち中の蛍光ランプの電球が切れて

も、放置されている場所などが見受けられま

す。何よりも防犯灯の明かりは、歩行者に安

心感を与えることができます。

そもそも防犯灯は、昭和３６年、防犯灯等

整備対策要綱が施行され、その年から、犯罪

防止、市民の安全を図る目的で、明るいまち

づくり運動が５０年余り展開されてきまし

た。その目的に応じ、所管する部署において

設置され、設置に対する補助金も交付され、

整備されました。その結果、今、屋外照明

で、夜間において暗闇に包まれる住宅地域は

ほとんどなくなりました。

現在の防犯灯は、コンパクト蛍光ランプの

形のもので、平成１８年以降に住宅街約５,

０００カ所余りに設置されました。コンパク

ト蛍光ランプの平均寿命は、１万２,０００

時間の寿命を持ち、照明度４０ワット前後の

明るさの蛍光灯が使用され、照明間隔４０

メートルほどの間隔で、現在は電柱１本に１

個が設置されていると言っても過言でないほ

ど、防犯灯、街路灯の整備がなされました

が、それ以前は、町内会でも管理していた２

０ワット蛍光管の形のものでありました。使

用平均寿命も短く、防犯灯として薄暗い状況

でありました。器具の交換、修繕、また、蛍

光管の消耗にと、維持管理費用が増大し、町

内会の負担として重く、連合町内会役員時代

に、行政にその改善を相談した経緯もありま

す。現在は、町内会の維持管理費の負担も少

なくなりました。

そして、住宅地域の安全・安心な生活がさ

らに確保されるようにと、設備の点検などを

通して地域の防犯活動の一環として、地域住

民の協力で防犯活動も自発的に行われるよう

になりました。

三沢市でも防犯対策の推進をうたっていま

す。社会環境の整備、また、広報活動の推進

など、市民が安心して暮らしていけるまちづ

くりが推進され、地域の安全・安心を確保す

るためのさまざまな推進もうたわれ、その結

果だと思いますが、三沢市総合振興計画後期

基本計画策定のために、平成２３年度に基礎

調査、市民アンケートを実施されました。

その中の安全・安心なまちづくりについて

の項目では、市民の高い評価が得られ、ふだ

んの生活を安心して過ごしているが６７.２

％でありました。住みやすさについては、住

みやすいと答えた人が７７.０％ありまし

た。今後の定住意向については、できるだけ

長く住みたい、ずっと住みたいを合わせて７

９.９％もありました。これらの安全・安心

なまちづくりについての、市民の高い評価に

値すべき、市民の期待に応えるべき、さらな

る三沢市の発展につなげていかなければなら

ないものと思います。

そこで、次の２点についてお伺いいたしま

す。

１点目、安全・安心なまちづくりの中で、

防犯を目的として設置されている防犯灯、街

路灯などの設置状況と、その維持管理につい

て。

２点目、生活安全にかかわる防犯灯、街路

灯の整備について、市民からの要望、提案、

苦情などの相談状況と、その対応についてお

伺いいたします。
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以上で、私の質問を終わります。御答弁を

よろしくお願いいたします。

○議長（小比類巻雅彦君） ただいまの２番

髙橋武志議員の質問に対する当局の答弁を求

めます。

市長。

○市長（種市一正君） ただいまの髙橋議員

御質問の一般行政問題についての第１点目、

安全・安心なまちづくりについてと、第２点

目、窓口相談状況と、その対応についてお答

えをいたします。

まず、御質問の第１点目でありますが、市

では夜間における犯罪防止と市民の通行の安

全を図り、安全で安心して暮らせるまちづく

りを図るため、防犯灯など、夜間照明施設の

整備を行っているところであります。

これらの照明施設は、設置目的によって、

防犯灯、商業灯、道路照明灯などに区分され

ておりまして、現在、その設置状況は、防犯

灯が６,７００基、商業灯が２１６基、道路

照明灯が４６６基、また、市内に６７ある公

園内には、合わせて５７９基が設置されてお

ります。

次に、維持管理でありますが、防犯灯は民

生部生活安全課が所管となっておりまして、

蛍光灯ランプの交換や道具の修理、電気料の

支払いを行っているわけであります。商業灯

は１２の商店会に設置されておりまして、基

本的には各商店会に維持管理をお願いいたし

ております。道路照明灯につきましては建設

部土木課、公園内の照明につきましては建設

部都市整備課の所管となっているわけであり

ます。

なお、防犯灯の球切れ等につきましては、

これまで各町内会から連絡を受けた際は迅速

に対応してまいりましたが、今後におきまし

ても、引き続き各町内会や防犯協会等の御協

力をいただきながら、市といたしましても、

夜間巡回を強化するなど、適正な維持管理に

努めてまいりたいと考えております。

次に、御質問の第２点目、市民の要望、提

案、苦情などの窓口の相談状況と、その対応

でありますが、防犯灯に関する市民からの要

望、苦情などの相談は、平成２５年度におき

ましては、球切れに伴う蛍光ランプ交換が１

０９件で、３６７個分、道具等故障に伴う修

繕が１１３件ありましたが、いずれも迅速に

対応したところであります。

また、防犯灯の新設にかかわる要望は１１

件ありましたが、そのうち、個人敷地内の設

置のケース等設置要件に合致しない３件を除

いた８件については、御要望どおり整備を

図ったところであります。

今後におきましても、町内会との連携をさ

らに深めるとともに、広報みさわ、市ホーム

ページ、マックテレビ等を通じまして、市民

の皆さんから防犯灯にかかわる情報提供をい

ただきながら、安全・安心なまちづくり推進

のために、適正な防犯灯の整備に努めてまい

りたいと思っております。

以上であります。

○議長（小比類巻雅彦君） ２番髙橋議員。

○２番（髙橋武志君） 種市市長の御答弁あ

りがとうございました。

執行部が答弁しないということで、市長の

ほうに再質問するのは何か気が重いですけれ

ども。苦情については、早急に対応している

というようなことでございます。苦情がない

から、安全に保たれているというのか、それ

とも、苦情を出しても対応してもらえないな

と、そういうふうに思っている人も中にはい

るのかなというぐあいに思っております。現

場を直視して、その状況を各担当部署でちゃ

んと見て対応していただきたいと、そういう

ふうに思っております。

そこで、２件再質問させていただきます。

防犯灯の数、防犯灯、商業灯、道路灯、公

園の数等ありますけれども、防犯灯は全部市

で管理しているのか、それとも、市が設置し

て、各町内会、１２町内、商業灯管理の１２

町内あるというようなことを説明受けました

けれども、これも全て市が管理しているの

か、それとも、町内に建ててやったから、町

内で全部維持管理してくれよというように状
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況がなっているのか、まずその点をひとつお

伺いしたいと思います。

そして、もう一つですけれども、この防犯

灯、全て苦情が来ればちゃんとやっていま

す、早急にやっていますという形の、今、御

答弁いただきましたけれども、これに対する

規定というものがちゃんとなされているの

か、防犯灯の設置規定、あるいは修理規定、

そういうものがなされて、それに対応してい

るのかというところを、その規定があるの

か、その２点を、ひとつ御答弁をお願いした

いと思います。

○議長（小比類巻雅彦君） 民生部長。

○民生部長（宮古直志君） 再質問にお答え

いたします。

まず、１点目の再質問のところで、防犯灯

のあり方といいますか、管理のあり方につき

ましてですけれども、防犯灯につきまして

は、市のほうで全部管理いたしております。

商業灯につきましては、先ほど来、市長の

ほうからも冒頭ありましたように、商業灯に

つきましては、年間の電気料等を市のほうで

負担しております。

もう１点の管理規定のことでございますけ

れども、この管理規定につきましては、壊れ

たからどうのこうのということもございます

けれども、やはりその現場をある程度きちん

と、うちのほうの担当のほうに、まず、申請

なり、また、現場のほうに確認しに行きまし

て、厳密に見ておりますので、そこら辺はき

ちんと対応していると思っております。

以上でございます。

○議長（小比類巻雅彦君） ２番髙橋議員。

○２番（髙橋武志君） 商業灯管理規定は特

にない、現場を見て対処しているというよう

な答弁をいただきました。

実際、三沢市内、私も時間あるときは、１

時間ぐらい市内を散歩するというときもあり

ます。ただ、現場を見ていますと、非常に商

業灯も市のほうで管理していると。アーケー

ド街の状況を役所のほうで把握しているのか

どうか。

アーケード街が４町内あると思うのですけ

れども、ほとんど雨降ったときは全部電気が

消えています。それが全部市で管理している

という御答弁がありましたけれども、規定が

ないのに管理している。管理規定がないか

ら、今の状況が発生しているのではないか

と、そういうふうに思いますけれども、その

点どのように考えているのか。アーケード街

は町内の所有物だというように言う人もあり

ますけれども、その辺の市の考え方をお伺い

いたします。

○議長（小比類巻雅彦君） 経済部長。

○経済部長（大澤裕彦君） アーケード、商

店街の商業灯でございますけれども、御指摘

の地域の街灯は、夕方から朝まで点灯してい

る常夜灯と、ある一定時間が来ると、タイ

マーで点灯、消灯する商業灯に分かれており

ます。

この街灯につきましては、ただいま御指摘

のとおり、不都合があるというようなことを

伺っておりまして、商工会を通じて、今、協

議しているところです。

いずれにしても、安全・安心なまちづくり

の観点から、そこにつきまして、今後どのよ

うな状況がいいのか、地元の御意見も伺いな

がら、早急に対策を練ってまいりたいと考え

ております。

以上でございます。

○議長（小比類巻雅彦君） 以上で、２番髙

橋武志議員の質問を終わります。

ここで、議長を交代します。

○副議長（野坂篤司君） 議長を交代いたし

ました。

それでは、一般質問を次に移ります。

１０番春日洋子議員の登壇を願います。

○１０番（春日洋子君） １０番公明党の春

日洋子でございます。通告の順に従い質問し

てまいります。

はじめに、行政問題の空き家対策について

お伺いします。

５年ごとに行われている総務省の住宅・土

地統計調査によりますと、平成２０年の全国
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の空き家は、この２０年間で倍増し、７５７

万戸にも上り、平成１５年と比較すると９７

万戸増加し、空き家率は、総住宅数５,７５

９万戸の１３.１％と過去最高の割合となり

ました。

空き家がふえている背景として、少子高齢

化と核家族化が進み、子供が親と同居せず、

親が亡くなった後に居住者がいなくなるケー

スや、相続人が遠方に住んでいるため、管理

意識が低いことが指摘されています。

空き家が増加すると、景観の悪化や火災発

生の誘発、さらには、防災や防犯機能の低下

などが危惧されます。

また、ごみの不法投棄や悪臭の発生など、

地域の生活環境に深刻な影響を及ぼすことか

ら、このような空き家問題に対して、都市部

や木造密集地域、農村地域や豪雪地域など、

各地域の実情に応じた本格的な対策が必要と

なっています。

これまで空き家対策については、対応を迫

られた多くの自治体で独自に条例を設ける動

きが広がっていましたが、関係者からは、自

治体の対応だけでは限界があるとの声も上

がっていたことから、国においては、放置さ

れたままの空き家の持ち主に撤去や修繕など

を促すことを目的として、空き家等対策の推

進に関する特別措置法案を準備し、今国会に

提出することとしています。

同法案では、市町村が固定資産税情報をも

とに、所有者を調べたり、敷地内への立入調

査を認めることにしており、とりわけ、その

まま放置すれば倒壊などのおそれがある住宅

については、特定空き家に指定し、所有者に

対し、撤去や修繕を命令できる権限を与える

とともに、それでもなお命令に従わない場合

は、市町村による強制撤去も可能にしていま

す。

このように各地で急増している空き家問題

ですが、１点目に、本市においてはどのよう

な現状にあるのか、また、これまでの取り組

みについてお伺いします。

一方、新しい動きとして注目されているの

が、空き家バンクです。これは、自治体が間

に立って、空き家の売却などを希望する所有

者から物件の提供を求め、入居希望者に情報

を提供するものですが、空き家対策を有効的

に進めるためには、単なる危険除去だけでは

なく、有効活用を模索して、定住促進による

地域の活性化につなげることが望ましいとさ

れることから、空き家対策を効果的に進める

ための方策として、２点目に、空き家バンク

の取り組みについて、本市の考えをお伺いし

ます。

次に、福祉問題の地域包括ケアシステムに

ついてお伺いします。

世界でも例のない超高齢化社会へ突入する

日本においては、社会保障費の見直しや、介

護の担い手不足も予想される中、医療や介

護、生活支援などの充実へ、高齢者が住みな

れた地域で、これらのサービスを受けられる

地域包括ケアシステムの構築が喫緊の課題と

なっています。

地域包括ケアシステムは、地域の実情や特

性に合った仕組みづくりを構築しなければな

りませんが、政府の２０１４年度予算には、

認知症の患者や家族を支援する施策や、生活

支援サービスの基盤整備など、包括ケアシス

テムの構築を後押しする予算が盛り込まれて

います。こうした予算を活用し、医療や介

護、予防、住まい、生活支援などを切れ間な

く提供できる体制として、地域に合ったシス

テムをいかに築くか、地方自治体を中心に、

地域住民や関係諸団体等の取り組みにかかっ

ていると言えます。

そこで、地域包括ケアシステムに対する本

市の考え方についてお伺いします。

また、地域包括ケアシステムでは、認知症

対策が大きな柱の一つとなっています。今

後、高齢者が急増する上で、認知症患者また

は予備軍もふえるものと予想されますが、認

知症施策の推進として、認知症の人は精神科

病院や施設を利用せざるを得ないという考え

方を改め、認知症になっても本人の意思が尊

重され、できる限り住みなれた地域のよい環
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境で暮らし続けることができる社会の実現を

目指すとしています。

厚生労働省では、認知症施策推進５か年計

画を２０１２年９月に公表し、これまでの基

本的な考え方として、認知症の人が行動、心

理症状等により危機が発生してからの事後的

な対応を主眼としてきましたが、今後は、目

指すべきケアの考え方として、危機の発生を

防ぐ早期事前的対応に基本を置くとしていま

す。

認知症患者は、予備軍を含めると８００万

人に達する時代を迎えることになると言われ

る現代ですが、市民の認知症理解は十分に進

んでいないとも指摘されています。さらに認

知症に対する市民の理解を深め、みんなで見

守る地域づくりが重要となるとの観点から、

認知症に対する本市の取り組みについてお伺

いします。

最後に、環境問題の動物愛護についてお伺

いします。

環境省では、この６月３日現在、年間１６

万頭を超える犬・猫の殺処分数をゼロにする

ための取り組みをまとめたアクションプラン

を発表しました。

同省では、昨年１１月に、人と動物が幸せ

に暮らす社会の実現プロジェクトを立ち上

げ、犬・猫の殺処分を減らし、最終的にゼロ

にすることを目指すための具体的な対策につ

いて、現在、活動を行っている個人や関連団

体などと協議を重ね、検討を行ってきまし

た。

その結果をまとめた今回のアクションプラ

ンでは、国や自治体などの行政だけではな

く、一般の飼い主やペットショップなどの事

業者や、ボランティア、ＮＰＯと幅広く連携

し、年間約２１万頭に上る動物愛護センター

や保健所に引き取られる犬・猫の頭数を減ら

すことで、最終的に殺処分数ゼロを実現する

ことを目指すこととしています。

少子高齢社会を背景に、犬や猫などペット

への関心が高まり、人間にとってペットは大

切な家族の一員であり、人生のパートナーと

も言うべき時代になっていますが、一方、こ

うしたペットブームの陰で、年間約１６万

頭、１日に換算すると約４００頭が殺処分さ

れている現実があります。人と動物がともに

幸せに暮らし、同じ命を大切にする、優しさ

あふれる社会の実現をしていきたいと願うも

のですが、１点目に、本市においては、保健

所や動物愛護センターに持ち込まれる犬・猫

の数と殺処分数の現状をどのように把握して

いるのかをお伺いします。

また、殺処分に至る背景には、無責任な飼

い主による飼育放棄や、ペット売買などの問

題が横たわっているとされますが、本市にお

いても、国の動向を踏まえ、今後の対策をい

かに進めていくかが重要となると考えます

が、２点目として、殺処分数を減らすための

普及啓発についてはどのように取り組んでい

くのかをお伺いします。

以上で、私の質問を終わります。御答弁を

よろしくお願いいたします。

○副議長（野坂篤司君） ただいまの１０番

春日洋子議員の質問に対する当局の答弁を求

めます。

市長。

○市長（種市一正君） ただいまの春日議員

御質問の行政問題の第１点目、当市における

空き家の現状と、これまでの取り組みについ

て、第２点目、空き家バンクの取り組みにつ

いては私から、その他につきましては担当部

長からお答えをさせますので、御了承願いた

いと存じます。

まず第１点目、当市における空き家の現状

と、これまでの取り組みについてお答えをい

たします。

空き家の現状につきましては、各町内会の

御協力をいただき、平成２４年度に実態調査

を行ったところ、市内の空き家総件数は３５

２戸で、そのうち、管理上問題があるものが

１５２戸という状況であります。

次に、これまでの取り組みでありますが、

市民の皆さんから空き家に関する苦情が寄せ

られたときは、所有者が不明な場合は、所有
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者特定のための情報収集を行い、所有者が判

明した場合は、文書で空き家の適正な管理を

お願いいたしているところであります。

また、各関係団体の御協力をいただきなが

ら、防犯上特に問題があると思われる空き家

につきましては、巡回を実施してきました。

新たな空き家対策の施策として、平成２５

年度から、住宅・空き店舗新築・リフォーム

補助金制度の中に、空き家取り壊し工事補助

金を設けたところ、昨年度は、この制度の利

用により、１６件の空き家が取り壊れており

ます。

さらに、当市は昨年度、青森県、青森市、

弘前市、八戸市及び住宅関係団体で構成する

青森県住みかえ支援協議会に加入いたしまし

た。これに伴い、昨年１２月、専門家による

マイホーム活用相談会を市内で開催するな

ど、住みかえを推進することにより、空き家

の数を抑止する施策にも取り組んでいるわけ

であります。

次に、御質問の第２点目、空き家バンクの

取り組みについてお答えをいたします。

空き家バンクは、空き家の賃貸、売却を希

望する人から申し込みを受けた情報を、空き

家の利用を希望する人に市のホームページな

どで紹介するシステムでありまして、過疎化

の歯どめや地域の活性化につながることが見

込まれることから、導入する自治体が増加し

ているところでもあります。

しかしながら、物件の取引は、原則として

当事者間で行うことから、物件の補修や、あ

るいは費用にかかわるトラブル等も懸念され

ておりまして、空き家バンクの導入に当たり

ましては、先進自治体の現状や課題を十分調

査研究しながら検討してまいりたい、このよ

うに考えております。

私からは、以上であります。

○副議長（野坂篤司君） 民生部長。

○民生部長（宮古直志君） 環境問題の動物

愛護についてお答えいたします。

近年、ペットは、家族と同じくらい生活に

喜びを与えてくれる存在であると言われてい

る一方で、飼育放棄などにより、迷い犬・猫

が動物愛護センターに保護され、最終的に行

き場がなく、引き取り手がない場合には殺処

分されております。

御質問の第１点目、犬・猫の殺処分数につ

きましては、年々減少はしてきているもの

の、平成２４年度では、全国で年間１６万頭

を超える犬・猫が殺処分されており、その内

訳は、犬が約３万８,０００頭、猫が約１２

万３,０００匹と圧倒的に猫の処分数が多く

なっております。

青森県内の犬・猫の殺処分数につきまして

も、犬は年々減少傾向にあるものの、猫につ

きましては同程度で推移しており、平成２４

年度では、犬が９０４頭、猫が２,３３６

匹、殺処分となっております。これは、青森

県動物愛護センターに引き取り・収容等をさ

れた数の犬では約７０％、猫では約９８％が

殺処分となっております。

三沢市からは、犬が４９頭、猫が２１匹、

引き取り・収容等されておりますが、県では

殺処分数につきまして、各保健所等から１カ

所に収容された後、里親のあらわれなかった

犬・猫を殺処分しているため、地域別の集計

が困難とのことでございました。

次に、御質問の第２点目、殺処分数を減ら

すための普及啓発につきましては、動物の愛

護及び管理に関する法律が平成２５年９月に

改正され、人と動物の共生する社会の実現を

図ることや、動物の所有者の責務としての終

生飼養等につきまして明記されました。

このことを踏まえまして、県では、本年３

月に、青森県動物愛護管理推進計画の見直し

を図ったところでございます。

また、環境省におきましては、人と動物が

幸せに暮らす社会の実現プロジェクトを立ち

上げまして、今月、殺処分をなくすためのプ

ランが発表されました。

これらの計画の内容等を踏まえ、市といた

しましても、動物愛護センターに引き取り・

収容等をされる犬・猫が減少するよう、終生

飼養を基本とする犬・猫の飼い方、繁殖制限
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措置の指導等も含め、国、県、警察、獣医師

会、動物愛護団体等と連携を図りながら、動

物愛護思想の普及啓発に取り組んでまいりた

いと考えております。

以上でございます。

○副議長（野坂篤司君） 健康福祉部長。

○健康福祉部長（小泉富男君） 福祉問題の

地域包括ケアシステムについてお答えいたし

ます。

御質問の第１点目、地域包括ケアシステム

に対する三沢市の考え方についてお答えいた

します。

高齢者人口が増加を続ける中、可能な限り

住みなれた地域で自分らしい暮らしを人生の

最後まで続けることができるよう、住まい、

医療、介護、予防等に対する生活支援が一体

的に提供される、地域包括ケアシステムの構

築が重要となっております。

このような中、三沢市におきましては、３

年間を１期として、介護保険事業計画を見直

しすることで、その時々の地域のニーズ状況

に合わせた事業を実施してきております。

今年度は、第５期介護保険事業計画の最終

年度となり、向こう３年間の第６期介護保険

事業計画の策定のため、地域ごとのアンケー

ト調査を実施し、調査結果を分析して、地域

の課題やニーズの把握に努め、介護保険事業

運営協議会においても御意見や御提言をいた

だきながら、市の実情を盛り込んだ計画を策

定する予定であります。

こういった作業を２０２５年に向けて３年

ごとに実施し、地域の自主性や主体性に基づ

き、三沢市の特性に応じた地域包括ケアシス

テムを構築してまいりたいと考えておりま

す。

次に、第２点目、認知症に対する取り組み

についてお答えいたします。

現在の取り組みといたしましては、認知症

に対する正しい理解を深めることを目的とし

た認知症サポーター養成講座や、高齢者を介

護している御家族に対して知識や技術の習得

を目的とした家族介護教室の開催、このほか

に３８地区で、おらほの寺子屋として自主活

動をする介護予防教室などを実施しておりま

す。

さらに今年度は、新しい取り組みとして、

三沢市徘回ＳＯＳネットワーク、通称安心

ネットを立ち上げております。この安心ネッ

トの詳細につきましては、広報みさわ６月号

にも掲載しておりますが、徘回する可能性の

ある方の名簿や特徴、写真などの情報を事前

に登録し、警察署や介護サービス事業所、交

通機関など関係機関団体の協力のもと、見守

りの支援体制を構築することで、早期発見に

役立てようとする制度でございます。

また、施設整備の面では、認知症対応型共

同生活介護施設、１施設１８床の整備を年度

内に認可する予定でございます。

今後におきましても、認知症対策につきま

しては、地域包括ケアシステムを構築してい

く上で、重要な位置づけとして取り組んでま

いりたいと考えております。

以上でございます。

○副議長（野坂篤司君） １０番春日議員。

○１０番（春日洋子君） ただいま御答弁を

いただきました中から、再質問をさせていた

だきたいと思っておりました。

空き家対策について、市長より、平成２４

年に実態調査を行った結果、市内全域では３

５２戸、そして、管理上問題がある１５２戸

ということでありましたけれども、この管理

上問題がある、具体にどのような事案なの

か、お聞きしたいと思いました。

そしてまた、この１５２戸について、今

後、問題があるということは、早期に対処し

なければならないのかなというふうに受けと

めましたけれども、この１２５戸ということ

に関して、問題があるということにつきまし

ては、どういうふうに具体に対応を進めてい

く計画があるのかということを、はじめにお

聞きしたいと思っております。

また、空き家バンク、容易ではない、所有

者と希望する方の、これは厳しい。一足飛び

にこれが、こういうふうに市として進めてい
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くということは、もちろん困難であるという

ふうに思っておりましたけれども、ここに至

る思いとしましては、やはり確かに管理上問

題があるということは、撤去しなければなら

ないだろうというふうに思っております。

また、有効活用できる空き家、空き店舗等

もあるという、こういう主眼から空き家バン

クという取り組みをなされている自治体があ

ることがわかりましたので、提案をさせてい

ただいたのですけれども、まず手始めに、三

沢市として、市内外、県内外に、こういう有

効活用できる空き家、空き店舗があるのだと

いうことを広く情報を発信するということ

が、まず手始めに必要かな。それがひたひた

と年々に、将来にわたって有効活用していた

だける方からの申し込みがあったり、また、

大きくは定住促進につなげていく、そういう

ものにもなっていくのかなというふうなこと

も思っておりましたので、情報発信をすると

いうことについての取り組み、そのお考えを

お聞かせ願いたいと思っております。

質問順に、地域包括ケアシステムでありま

すけれども、しっかりとした、充実した取り

組みをされてきているということも承知して

おりましたけれども、やはりこれから２０２

５年問題、将来にわたってということになり

ますと、さらに充実強化、対応策を強化して

いかなければならないのではないかというふ

うに私なりに思っておりまして、認知症の不

明者が昨年１年間で１万人を超える、増加傾

向にあるということでありましたので、これ

までも行っていますけれども、認知症サポー

ター養成講座の開催。また、認知症サポー

ター養成講座の講師役であるキャラバンメイ

トを養成するためのキャラバンメイト養成研

修の開催、こちらをさらに拡充して、認知症

対策を強化していかなければならないと思い

ますけれども、これまでの開催状況にプラ

ス、拡充・強化という意味合いでは、三沢市

もさらに開催数を上乗せをしていくことが必

要ではないかと思っておりまして、これにつ

いての三沢市の取り組みの考えについてお聞

かせ願いたいと思います。

それから、認知症についてですけれども、

認知症に対しては、本当に軽度、予備軍を含

めると、膨大な人数にこれからふえていくだ

ろうということが予想されておりますけれど

も、前回、私、心の病、精神的な面ですけれ

ども、心の体温計という、こちらを健康推進

課において、ホームページで立ち上げていた

だき、たくさんのアクセスを得ているという

ことでありましたけれども、この心の体温計

のノウハウを活用して、認知症の初期症状を

チェックするというホームページがあるとい

うことがわかりました。既に東京都の国分寺

市でありましたり、また、県内では大鰐町が

導入をしているということがわかりましたけ

れども、この内容は「これって認知症？」、

「私も認知症？」というタイトルなのです。

「これって認知症？」というのは家族、介

護者向け、「私も認知症？」というのは、本

人に向けた内容になっておりまして、つくっ

た背景は、日常の暮らしの中で認知症ではな

いかと思われる言動を、家族の会の方に協力

をいただき、会員の方々の経験からまとめた

ものを、２０問のチェックを想定しまして、

答える。そしてその判定によって、相談先が

表示されるということで、早期に御家族で

あったり、御本人も少し思い当たりがあった

場合、早期に発見をする。

また、若い世代の方々も、こういうチェッ

クをしたときに、まだまだ遠い話ではあるか

もしれないけれども、家族の理解、また、若

い世代の方々にも、認知症の方々への理解が

より深まるものになるということで、こうい

うチェックサイトもホームページで立ち上げ

ていかれるのはいかがかなと思っておりまし

たので、それについての見解をお聞かせ願い

たいというふうに思っております。

３点目に、動物愛護についてでありました

けれども、具体に市としてもさまざまな対応

の場面、部署ということでありますと、保健

所ですとか動物愛護センターに収容するとい

う手だても、中間の役割も果たしていると思
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いますけれども、いろいろな各地の、殺処分

ゼロ、これは本当に大きな課題で、容易に達

成はできるものではないと思いますけれど

も、全国の中では、もうゼロを達成している

という自治体も、長い年月をかけて、そうい

う実績をつくっている自治体もあります。

ですから、例えば、私が思っているのは、

収容されたペットのデータをホームページで

公開している自治体もあります。また、一定

期間の収容期間が過ぎても、すぐに次の管轄

の部署に送ることなしに、もらい手が見つか

るまで頑張る、市で何とか収容期間を延ばし

ていく、そして命を助けていくということに

つながりますけれども、こういう頑張ってい

る取り組みをされている自治体もありますの

で、やり方次第で着実に減らしていけるとい

うふうに思っておりましたので、このような

市として、新しい飼い主が見つかるチャンス

を提供できるような、こういう取り組みを今

後に向けて検討していっていただきたいとい

うふうに思っておりました。このことについ

ての御見解をいただきたいと思います。

最後なのですけれども、やはり動物愛護と

いうのは、申し上げるまでもなく、飼育放

棄、飼い主一人一人の意識であったり、ま

た、まれには、庭でつながれているペット

が、鎖が外れたりして、いたし方なく迷子に

なったりとか、いろいろな状況もあるかと思

いますけれども、さらに地域や、また、学校

の子供たちに、命を大切にするための普及啓

発のために、こういう取り組みをしている自

治体がございまして、ペットに関する、小さ

な命の写真展という写真展を開催して、多く

方に飼い主に捨てられた犬や猫が動物愛護セ

ンターに収容されている様子、また、新たに

飼い主が見つかった写真を通して、命の大切

さをアピールする内容の、こういう写真展を

開催して、多くの市民がいろいろな場面で、

大切さというものを感じ取ることができたと

いうことを新聞記事で見ました。

こういうことも参考にしながら、今後さら

に市民や子供たちにも、ペットも人も同じ命

なのだということを、命の大切さや、救える

命があるのだということを、またさらに深め

ていただくためのきっかけづくりにもなるか

なと。こういう写真展に向けての開催の御検

討もしていただければありがたいなというふ

うに思っておりました。

以上について再質問させていただきます。

○副議長（野坂篤司君） 答弁願います。

民生部長。

○民生部長（宮古直志君） 再質問につきま

して御答弁させていただきます。

まず、最初の空き家のことにつきましての

再質問について御答弁させていただきます。

管理上問題があるとはどういうことなのか

ということの御質問でしたけれども、要は、

管理がされていないものということで、ま

ず、廃屋とか、あと、近所に御迷惑がかかり

そうな状態のものということで、うちのほう

では捉えておりました。これにつきまして

は、町内会の会長さんはじめ、いろいろと情

報を得ておりますので、うちのほうではそれ

なりに、管理等につきましてチェックはして

おりました。

それから、具体的な計画として、どのよう

なことを考えているのかということでござい

ますけれども、まず、空き家等につきまして

も、これは個人の所有物でございますので、

その個人の方がきちんと所有すること、ま

た、管理することが当然の権利でございます

ので、そこら辺を市としましても、所有者に

対しまして、きちんと管理上不備がないよう

にということで再三お願いをしているという

ことで、担当職員が動いております。

また、それにつきまして、もし所有者等が

わからない場合でも、御近所の町内会の方か

らいろいろと御事情を聞きながら、管理につ

きまして御相談等を承っているというのが、

今現在の状況でございます。

それから、空き家等の部分につきまして、

まず、そういう情報を集めて発信するのも一

つの取り組みではないのかという御質問がご

ざいました。
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これにつきましては、これといった計画は

今のところないのですけれども、一つは、や

はり社会的なニーズとか、今後の社会情勢等

を踏まえまして、やはりこういう情報発信す

るのは大変いいことですので、それを参考に

したいと思うのですけれども、その前に、空

き家バンクなるものがどういうシステムなの

か、市としましても、まだ先進自治体の動向

をつかみ切れないところがございます。

実は私、空き家バンクが議員から御質問

あったときに、やはり三沢と同じような規模

のところでどういう自治体があるのかという

ことをインターネットで探しました。たまた

ま宮城県の大崎市等がございました。やはり

ここら辺でも、きちんと空き家バンクについ

ては運用はしておりましたけれども、やはり

借りたい方、それからそれを売りたい方等

の、需要と供給のニーズをきちんとやらなけ

れば、いろいろ後々トラブルがあるというこ

とのお話もございました。

ですので、そこら辺に、やはり専門家であ

る、空き家バンク等をやるとすれば、例えば

宅地建物の専門の方を入れるとか、司法書士

の方を入れるとか、そういうさまざまな検討

する課題が出ております。ですから、そこら

辺も踏まえまして、もう少し先進自治体の動

向をきちんとつかまえて対応していきたいと

いうふうに考えておりました。

それからもう一つ、動物愛護の関係でござ

います。

収集のデータとか、そういうのにつきまし

て、やったらどうかというふうな御質問でご

ざいました。今のところ、市としましても、

そういうふうな施設等につきましては計画は

ございません。けれども、やはり先ほど来申

し上げているとおり、ペットブーム等もござ

いまして、社会的なニーズとか情勢、これを

十分的確に把握しながら対応していきたいと

いうふうに考えております。

それから、先ほど来、ペットの写真展等の

お話もございました。やはりペットの命を大

切にするためには、そういう写真展等のア

ピールというのも大変いい題材だと思ってお

ります。

これにつきましては、市の部局も多数の部

局がございます。やはり関係する部局と十分

協議を進めて、動物の命を大切にすることは

人間の命を大切にすることですので、そこら

辺を十分肝に銘じて、いろいろな対策等を市

を挙げて盛り上げていきたいなというふうに

考えております。

以上でございます。

○副議長（野坂篤司君） 健康福祉部長。

○健康福祉部長（小泉富男君） 認知症の対

策として、講座の回数、実績についてでござ

いますが、認知症サポーター養成講座の２５

年度の開催は、５回で７５人の参加をいただ

いております。

それから、家族介護教室の実績でございま

すが、２５年度は４カ所の在宅介護支援セン

ターに委託しておりまして、１８回の教室で

２０２人の参加をいただいております。

それから、おらほの寺子屋でございます

が、介護予防教室に参加いただいた方は、合

計で約６,０００人参加いただいておりま

す。

それから、強化についてでございますが、

回数をふやすなどして地域に周知徹底してま

いりたい、このように考えております。

それから、心の体温計についてでございま

すが、先進自治体の事例の紹介がございまし

た。これに似たものを市のホームページでも

紹介してございます。周知不足で大変申しわ

けございませんが、皆さんに御利用をいただ

きたいと思います。

以上でございます。

○副議長（野坂篤司君） １０番春日議員。

○１０番（春日洋子君） 申しわけありませ

ん。私は今、健康福祉部長、心の体温計とい

うノウハウを活用しているというのが、先ほ

ど申し上げた、「これって認知症？」、「私

も認知症？」というタイトルの、このことを

確認をさせていただきたいと思って、今申し

上げます。
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この内容に準じているような、認知症を早

期にチェックできるものが、三沢市のホーム

ページで開設を既にされているということで

すね。それはいつから開設されていたのか、

申しわけありません、ちょっと私も存じ上げ

ませんでしたので。

いつから開設をし、どの程度のアクセス数

がこれまであったのか、おわかりになれば、

最後にお聞かせ願いたいと思います。

以上です。

○副議長（野坂篤司君） 答弁願います。

健康福祉部長。

○健康福祉部長（小泉富男君） 心の体温計

に関する御質問ですが、三沢市のホームペー

ジで開設している認知症に関する内容でござ

いますが、いつからかということと、アクセ

ス回数については、大変申しわけございませ

んが、聞き取りとかの質問内容にございませ

んでしたので、ただいまその資料はございま

せん。

いつからかということについては、私の記

憶では昨年度あたりからだったと思います。

アクセス回数については、ちょっと把握して

おりませんので、後日御連絡を差し上げたい

と思います。

以上でございます。

○副議長（野坂篤司君） 以上で、１０番春

日洋子議員の質問を終わります。

─────────────────

○副議長（野坂篤司君） 本日は、これを

もって散会いたします。

なお、明日も引き続き、一般質問を行いま

す。

午前１１時５０分 散会


